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クールジャパン戦略の検証
「新たなクールジャパン戦略」で前提とされている「コンテンツ海外売上4.7兆円」は実態を
捉えきれていない可能性があり、PwCコンサルティングにて検証を実施。

知的財産戦略本部「新たなクールジャパン戦略（2024年6月）」でのKGI 引用元の民間企業推計詳細

日本のコンテンツの海外
売上市場規模は4.7兆円

（2022年）

日本発のコンテンツの海外市場
規模を、2033年までに4.7→20
兆円とすることを目標として設定

さまざまな前提が含まれ
ているため補正が必要

PwCコンサルティングに
て独自調査・推計を実施
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正確な統計データが存在しない
ため民間企業の推計を引用

出典：株式会社ヒューマンメディア
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PwCコンサルティングによる日本コンテンツの海外市場推計
4.7兆円の約2.3倍となる11兆円規模以上の市場※が存在すると推計。

a）自社直接＋海外事業者を介して d）違法流通**

a-①
クールジャパン戦略に記載されている市場
（映画・番組・アニメ・出版・ゲーム）

4兆7,000億円

a-②下記統計に含まれていない市場*
（キャラクターやアニメのグッズ・音楽）

2兆1,000億円

動画配信・各種
SNS投稿など
クリエーターに
よる発信*

2兆2,000億円

b） 現地で発生、海外で製作される
ゲーム・ライブ・イベント*

1,400億円

違法流通**
2兆円

11兆1,000億円程度

c）日本から直接

* PwCコンサルティング エンタテイメント&メディア・インダストリー・イニシアチブ推計
** 一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA）推計
※ここで示す「市場規模」とは日本コンテンツの海外消費額を指す。
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さらに考慮が必要な市場

（現在推計中）

• ゲーミングデバイス（ゲーム機、PCな
ど）

• キャラクターに紐づかない玩具

• クラシック・ボードゲーム（オセロなど）

• ジオラマ、プラモデル

• 並行輸出品

• 中古品

さらなる市場の存在

海外の日本IPグッズ
市場は2兆円以上
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PwCの提唱するコンテンツの生態系モデル
Contentとそれを取り巻く5つのC（5C）

資金循環

ロイヤリティ

Capital

Creator

Content Channel

Commerce
（グッズなど）

Community
（体験など）
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日本では、純粋にコンテンツだけでビジネス・モデルを構成しておらず、周辺産業との
連携でより大きな効果を生む「生態系」として、非常に強力な社会装置となっている
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コンテンツ業界の課題分析（弊社仮説）

5

国内では資金とロイヤリティの循環による生態系が成立しているものの、海外市場では、
生態系事業（商品、イベント等）が未整備であり、そこからの還元がなされていない

日本国内市場 海外市場

不 在

不 在

コンテンツを巡る経済生態系： Content＋5Cモデル

コンテンツ業界のペインポイントとして、以下の
三点が挙げられる：

① コンテンツそのものの流通はグローバル
OTTを経由して実現し、人気を得ている
が、事業生態系（関連グッズ等の販売、
イベントなどの展開）が未整備

② グローバルOTTから海外市場向けにクリ
エイティブの変更を求められるが、国内
市場との一貫性や対象市場の多様性へ
の対処に窮する

③ 視聴量に応じてグローバルOTTから適
切な分配がなされているかはっきりしな
い。また、海賊版などが依然存在し、権
利を脅かされている

コンテンツ業界の課題分析

資金循環

ロイヤリティ

Capital

Creator

Content Channel

Commerce
（グッズなど）

Community
（体験など）

Channel

Commerce
（グッズなど）

Community
（体験など）
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アニメなど日本コンテンツ海外市場の課題： 解決の方向性
海外市場への到達はグローバルOTTなどのChannelによって実現したものの、日本と
同様の事業環境成立には程遠い

①事業の空洞化

作品が配信されて
も、グッズなど展
開ができていない

②創作の空洞化

海外向けに過剰
な適応を迫られる

③権利の空洞化

OOTから適切な
配分がなされない

＋海賊版が横行

森祐治（2024）「世界の中の日本のアニメ」，日本動画協会『アニメ産業レポート2024』

政府と一体化した取り組みが必須

日本市場における人気が、
そのまま海外に波及する
ことがわかりつつあり、
「グローバル作品」として
よりも「ハイパーローカル
作品」として期待されるよ
うになってきた

各国市場での事業展開を行う
ノウハウやリスクマネーの流入
が始まりかけてはいるが…

Channel

Commerce
（グッズなど）

Community
（体験など）

Content

Creator

ファンの「欠乏」
日本のファンの
ようにたくさんの
グッズやイベント
を楽しみたい！
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Contentを起点とする海外市場におけるクロスオーバーと資金・人
材・知財の加速循環（フライホイール）の実現へ

Capital

Creator

Content

Commerce
（グッズなど）

Community
（体験など）
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Commerce
（グッズなど）

Community
（体験など）

Channel

Capital

Creator

資金のフライホイール

人財・知財のフライホイール

日本市場 海外市場

インバウンドや
ブランド向上

食品や衣料など
へ消費拡大

クロス
オーバー

コンテンツ
＋
目利き
影響力

Channel
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メディア

IT
PF

教育

5Cエコシステムを構成するレイヤごとの要素
さまざまな領域のビジネスがコンテンツの周囲で連携していくことで、多重的な経済波及
効果が生じる

Capital Creator Channel Commerce Community

教育助成・税控除

エクイティ

融資

インフラ

ビジネスモデル
体験
（会場）

小売・流通

プロダクト

開発・製造

データ＆マーケティング（プロモーション）

知財

テクノロジー

Vehicle
コミュニケーション
（ファン・ソーシャル）
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政府・金融 テクノロジー 製造・流通 不動産・サービス
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Capital（資金）＋Creator（創作） - 「IP会社」制度導入の構想
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国内で主流の製作委員会方式を代替する資金調達スキームとして、IP作品製作・事業展
開に当たって法人格を付与して外部資金を調達。クリエーター還元の仕組みも導入

「IP会社」構想のスキーム案

「IP会社」

※株式会社、などの応用を想定

金融機関

助成

劇場
公開

二次
利用

制作会社／クリエーター

株式付与
（労務出資など）

作品ヒット時
のリターン

検討事項

メリット

事例

検討課題

 IPごとに法人格が付与されることによっ
て外部資金を調達することが可能

• 銀行等からのローン

• ファンドなどからの投資・出資

 株式を付与するなどの仕組みを導入す
ることにより、クリエーターへの利益還元
も可能

 韓国では2005年から「文化産業特別会
社」として制度導入済み

• 一定条件を満たす場合に税額控除

• 助成などの優先活用

 税制（二重課税の回避）

 制作経理、監査などの透明性確保

 外国資本による買収リスク（「IP安保」）対策

コンテンツIPホルダー／
出版社など

IPライセンス
（映像化許諾）

投融資

事業展開

ロイヤルティ＋
作品ヒット時の
リターン

コンテンツ
企業 出資

放送・
配信
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APPENDIX:
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E&M産官学連携専門組織の発足

11

業界の国際競争力強化・経営高度化を目指し、産官学連携を推進する専門組織「エンタ
テイメント&メディア・インダストリー・イニシアチブ」を2024年3月1日付けで発足。

エンタテイメント&メディア・
インダストリー・イニシアチブ

政府・省庁

民間企業

アカデミア
ジャーナリズム

業界団体

政策提言

調査研究レポート・

外部連携

組織発足に関するプレスリリース発信産官学連携組織の活動イメージ
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コンテンツ業界の課題分析（PwCコンサルティング仮説）
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国内では資金とロイヤリティの循環による生態系が成立。海外市場では関連グッズ販売
やイベント展開などの事業が未完成のままであり、日本企業にとっての参入チャンス。

Creator
（制作者）

ChannelContent

日本国内市場 海外市場

資金循環

ロイヤリティ
循環

ライセンス供与 資金提供／購入 製品・サービス

不 在

不 在

PwCコンサルティングが提唱するコンテンツ生態系モデル：コンテンツと5C※

Capital
（資金）

Community

日本のようなコンテンツ生態系が海外にはない

• グローバルOTTを中心とした配信を通じて日
本コンテンツが海外で視聴者数を獲得する
も、海外ではCommerce／Community事業
が不在

ペインポイント

※コンテンツ（Content）とそれを取り巻くCapital／Creator／
Channel／Commerce／Community

• 総合商社：Commerce

• 通信キャリア：Channel

• 金融、投資家など：Capital

• コンテンツIP企業、出版社など：Content／
Creator

日本企業にとっての参入領域と業種

Community
（ファン）

Channel
（メディア）

Commerce
（商品）

共感

Content
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コンテンツ、食・ファッション・ライフスタイル、インバウンドが相互に
好影響を生み、資本やロイヤリティ・タレントを呼び込む好循環創る

出所： PwCコンサルティング合同会社 エンタテイメント＆メディア・インダストリー・イニシアチブ

ジャパン・エクス
ペリエンス：
インバウンド

t

市場規模
ジャパン・プロダクト：
食・ファッション・
ライフスタイル

コロナ禍中に認知が高まった

ジャパン・コンテンツ

Capital

Creator

Commerce
（グッズなど）

Community
（体験など）

日本ファンの拡大

ロイヤリティ

（タレント循環）

資金循環
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